














要旨

高知県における在宅障害児(者)の実態を縦断的に検討した。対象は 1983 年,1993 年に高

知県立児童相談所が担当した在宅障害児・者である。1983 年での対象者は,男性 43 名,女

性 44 名の合計 87 名,1993 年では男性 43 名,女性 48 名の合計 91 名である。年令分布では

高齢になるにつれ男性の割合が減少していた。推定原因では,1983 年に比し 1993 年の方

が周産期の原因が減少し,出生前の原因が増加していた。運動障害の程度では 1993 年の方

が寝たきりの者の割合が増加していた。知的障害の程度は 1993 年の方が話しかけに理解

を示す者の割合が増加していた。てんかんの合併率は 1993 年の方が増加していた。1993

年における主な介護者は母親であり,その年令では61才以上の者の割合が27.5%であった。

介護代行者のいない家庭の割合は 14.3%であった。このような状況下で家族が安心して療

育を行なうためには,一時的な施設入所がいつでもできる体制を整備することが必要と考

えられた。


